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１.はじめに   

























































                                                  





2.1  税方式化に関する既存研究 
  表 1  ライフサイクル一般均衡モデルによる既存研究 


























































田・岩本・大竹(1987)が存在する。彼らは Auerbach  and  Kotlikoff (1983)型のライフサイク
ル一般均衡モデルを利用して、高齢化社会における財源調達手段としての年金消費税導入の効
果を分析している。モデルの特徴としては、労働供給を内生化した５５期間モデルとなってい





























 橘 木 他 ( 2006)は、 労働供給は外生として簡略化しているものの Alftig  et  al.(2001)のモデル
に、細分化された公共支出を効用関数に組み込むことで拡張をおこなったものだ。彼らは、公




5)島澤諭(2004)p.9 引用。 6 
 
的医療保険と公的介護保険の財源調達手段としての社会保険料、 利子所得税と消費税を比較し、
「人口構造の高齢化の程度に注目して、 2005  年時点の定常状態と 2050  年時点の定常状態を比
























すと、 これが世代間移転を発生させ、 資本蓄積を促進する」 と述べている
9)。 さらに高山 （1998）




8)金子・中田・宮里  (2006)ｐ137 引用。 









  表 2  税方式化に関する既存研究 





































                                                  
10)高山(1998)p.126 引用。 8 
 
負担も考慮したうえで、1997 年に厚生省（当時）が発表した「２  １  世紀の年金を選択する― 
年金改革・５つの選択肢―  」に関する世代別の公的負担を比較している。５つの選択肢とは 
Ａ  案：  現行制度の給付設計を維持する 
Ｂ  案：  厚生年金保険料率を月収の３０％以内にとどめる案 
Ｃ  案：  厚生年金保険料率を年収（ボーナスを含む）の２０％程度にとどめる案 
Ｄ  案：  厚生年金保険料率を現状程度に維持する案 
Ｅ  案：  厚生年金の廃止（民営化）案 
というものであった。橋本(2000)は、E 案については基礎年金部分を税方式化するものとして



















                                                  
11)呉(2009)では「税方式化にともなうマクロレベルでの所得税と法人税の増収分を税方式の財源である消費税率を抑える
と，消費税率は 0.4%程度抑えることができる。」とされている。 
12)呉(2009)p.16 引用。 9 
 
 
  表 3  雇用税の帰着に関する主な理論分析 



























































  表 4  わが国における雇用税の実証研究 





















岩本・濱秋(2009)  毎月勤労統計月報  雇用主負担の賃金へ部分的転嫁の可能性あ
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  そこで、 我が国における雇用税に関する最近の実証分析をまとめたものが表 4 である。 まず、






                                                  
18)本間(1982)p.38 引用。 




主負担の帰着に関する実証分析を試みていている。 彼らは、 介護保険導入時の 40 歳以上とそれ

























                                                  
20)Komamura and Yamada(2004) p.579 引用。 
21)岩本・濱秋(2009)p.44 引用。 
22)岩本・濱秋(2009)p.57 引用。 
23)  酒井(2009) p86.引用。 











3.1  シミュレーションモデルの概要 
  まず、家計行動のモデルを構築していこう。社会には２期間生存する家計 ) 2 , 1 ( = m m が存在し
ている。家計の効用関数には以下のような nested CES 型効用関数を仮定する。 
   () () [] μ μ μ β β
1
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− − − − + − = S L L H U              (1) 
  () [] η η η α α
1
1














Π =          (4) 
  ここで、 (1)式は家計の効用U が合成消費 H と労働の初期保有量 L から労働供給 s L を差し引い
た余暇に依存することを示している。(2)式は、H が現在消費 P C と将来消費 F C を選択する合成
消費に関する効用関数であることを示している。 P C は現在の 2 個 ) 2 , , 1 ( L = j の個別消費財需要
j P X から構成される現在消費である。 F C は将来の 2 個の個別消費財需要
j F X から構成される将
来消費である。(1)式のβ はウェイト・パラメータ、(2)式の  α はウェイト・パラメータ、(3)(4)
式の j λ は消費に占める第 j 消費財のウェイト・パラメータである。また () ε μ = + 1 1 は H と余暇
) ( S L L − の代替の弾力性、 () σ η = + 1 1 は P C と F C の代替の弾力性となる。なお、各家計の添え字
は煩雑化をさけるために省略している。 




  家計の予算制約は 
    () ( ) B K r G wL H p r y S S y H + − + + − − = τ τ τ τ 1 1       (5) 
とする。ただし、 H p は消費に関する効用関数 H の合成価格、wは賃金率、 S wL は給与収入、 y τ
は所得税の限界税率、 s τ は社会保険料率（本人分）、G は所得税の課税最低限、 r τ は利子所得
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  効用関数 H に関する予算制約式は以下のようになる。 
    () ( ) B K r G wL C p C p i r y S l y F F P P + − + + − − = + τ τ τ τ 1 1      (7) 
ただし、 P p は現在消費に関する P C の合成価格、 F p は将来消費に関する F C の合成価格である。  
(2)と(7)に関する効用最大化問題により以下が成立する。 
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 ( 8)式、(9)式はそれぞれ現在消費と将来消費の需要関数である。現在消費 P C と将来消費 F C の
選択に関する予算制約式をそれぞれ次のように与える。 
  
  () () S B K r G wL X q r
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10
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ただし、 j q は税込み財価格であり、 C τ を間接税率、 j p を生産者価格とすれば、
  ( ) j Cj j p q τ + = 1
        (12) 
が成立する。また、S は家計の貯蓄を示し、 F FC p は将来消費の価値であるので、貯蓄S に等し
くなる。よって次式が成立する。 
  S C p F F =          ( 13) 
  (3)式、(10)式および(4)(11)に関する効用最大化問題をそれぞれ解くと、次のような現在と将
来の需要関数 F P X X , がそれぞれ得られる。 
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Φ は効率パラメータ、δ は分配パラメータ、ϕ は代替の弾力性を示すパラメータである。 なお、










































L       (20) 







































K       (21) 
ただし、 k τ は資本税の税率、 l τ は雇用税の税率（社会保険料の雇用主負担分）である。これらを
用いれば、利潤ゼロ条件により生産者価格 p を要素価格の関数として表すことができる。 
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=         (24) 
ただし、γ は一般会計予算における社会保障給付のシェア、κ は一般会計予算における政府の
財サービス購入のシェア、p3 は公共財価格、 3 Q は公共財の供給量とする。社会保障給付の総額
と各家計の社会保障給付受取額の間には以下の関係が成立するものとする。 
  TR B m m γ γ = （m=1,･･･,10）       (25) 
 
ただし、γm  は第ｍ家計の社会保障給付のシェアであり、Bm は第ｍ家計の社会保障給付受取
額、TR は政府の予定税収である。政府の税収 R でなく予定税収 TR を使用しているのは、家計




j I X を企業
の投資需要、
j G X を政府の財・サービス購入とすると、以下の式が成立する。 
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1 η  
という関係が成立するものとして求めた。ここでηj は第ｊ産業の投資配分パラメータである。
また政府消費需要は 







Ω =  
という関係が成立するものとして求めた。ここでΩj は 第 j 産業の政府の財サービス購入の配分
パラメータである。 









































3.2  短期的な効果 
    表 5  標準ケースでの家計のパラメータ 
 家計１  家計２ 
労働保有（L）  100 2500
資本保有（K）  0 5000
消費財１へのシェア（λ）  0.7 0.6
消費財２へのシェア（λ）  0.3 0.4
貯蓄のシェアパラメータ（α）  0.5 0.5
労働供給のシェアパラメータ（β）  0.01 0.01
貯蓄の代替パラメータ（σ）  0.2 0.2
労働の代替パラメータ（ε）  0.1 0.1









会保障給付が配分されるものとし、γ1  を１とし、γ2をゼロにしている。 



















  表 7  標準ケースでの企業のパラメータ 
 産業１  産業２  産業３ 
効率パラメータ（φ）  2 1.5 2.2
シェアパラメータ（δ）  0.7 0.1 0.4
代替パラメータ（ψ）  0.4 0.4 0.4
政府消費の配分パラメータ  0.7 0.3 － 
 



























 階級   1  2 1 2 1  2 
 労働所得  40.3  1,818.9 41.0 1,815.0 1.76%  -0.22% 
 資本所得  0.0  769.9 0.0 769.3 -  -0.08% 
 合成消費量  86.0  978.6 85.1 985.6 -1.07%  0.71% 
 余暇   59.7  681.1 59.0 685.0 -1.19%  0.59% 
 効用   83.8  954.6 82.9 961.1 -1.09%  0.69% 
 所得税  3.0  180.9 3.1 180.5 2.34%  -0.22% 
 利子所得税  0.0  154.0 0.0 153.9 -  -0.08% 
 消費税  4.4  52.0 4.4 52.4 -1.09%  0.69% 
 社会保険料  3.7  166.4 3.3 147.9 -9.36%  -11.12% 
社会保障給付  144.8  0.0 141.9 0.0 -2.02%  - 














    表 9  雇用税１％減の影響 
 基準ケース  雇用税１％減  変化率 
 階級   1  2 1 2 1  2 
 労働所得  40.3  1,818.9 40.9 1,816.2 1.35%  -0.15% 
 資本所得  0.0  769.9 0.0 762.7 -  -0.94% 
 合成消費量  86.0  978.6 85.3 983.5 -0.83%  0.49% 
 余暇   59.7  681.1 59.1 683.8 -0.92%  0.41% 
 効用   83.8  954.6 83.1 959.1 -0.85%  0.48% 
 所得税  3.0  180.9 3.1 180.6 1.80%  -0.15% 
 利子所得税  0.0  154.0 0.0 152.5 -  -0.94% 
 消費税  4.4  52.0 4.4 51.8 -1.73%  -0.42% 
 社会保険料  3.7  166.4 3.7 166.2 1.35%  -0.15% 
社会保障給付  144.8  0.0 141.4 0.0 -2.39%  - 












  表 10  雇用税・社会保険料引き下げによる相対価格の変化（ε=0.1） 
       w / r  
社会保険料１％減    0.0805% 
雇用税１％減    0.9451% 
 



















表 11  消費税率引き上げのみの影響 
  基準ケース  消費税率引き上げ  変化率 
 階級   家計１  家計２  家計１  家計２  家計１  家計２ 
 労働所得  40.3   1818.9  40.2  1823.4  -0.25%  0.24% 
 資本所得  0.0   769.9  0.0  773.5  -  0.47% 
 合成消費量  86.0   978.6  86.0  971.2  0.06%  -0.76% 
 余暇   59.7   681.1  59.8  676.6  0.17%  -0.65% 
 効用   83.8   954.6  83.9  947.6  0.09%  -0.74% 
 所得税  3.0   180.9  3.0  181.3  -0.34%  0.24% 
 利子所得税  0.0   154.0  0.0  154.7  -  0.47% 
 消費税  4.4   52.0  5.3  62.0  16.83%  16.15% 
 社会保険料  3.7   166.4  3.7  166.8  -0.25%  0.24% 
 雇用税  3.7   166.4  3.7  166.8  -0.25%  0.24% 
 資本税  0.0   231.0  0.0  232.1  -  0.47% 
 社会保障給付  144.8   0.0  146.9  0.0  1.42%  - 





















m0  は第 m 家計の基準年次０時点における第ｊ消費財の数量であり、
qj
0  は、基準年次０時点における第 j 消費財の消費者価格、qj






  表 12  税方式の影響 
 改革後   改革前  変化率  
 階級   家計１  家計２  家計１  家計２  家計１  家計２ 
 労働所得  40.46  1,839.67  40.33 1,818.94 0.31% 1.14% 
 資本所得  0.00  785.81  0.00 769.88    -  2.07% 
 合成消費量  85.39  944.30  85.97 978.62 -0.68% -3.51% 
 余暇   59.54  660.33  59.67 681.06 -0.21% -3.04% 
 効用   83.32  921.99  83.81 954.56 -0.58% -3.41% 
 所得税  3.05  182.97  3.03 180.89 0.41% 1.15% 
 利子所得税  0.00  157.16  0.00 153.98   -  2.07% 
 消費税  9.38  106.70  4.45 52.01 111.02% 105.16% 
 社会保険料  3.50  159.13  3.69 166.43 -5.17% -4.39% 
 雇用税  3.50  159.13  3.69 166.43 -5.17% -4.39% 
 資本税  0.00  235.74  0.00 230.97    -  2.07% 
 社会保障給付  153.04  0.00  144.84 0.00 5.66%    - 
 













































4.1  モデルの概要 






経済には 0 歳から 105 歳までの人が存在し、その中で家計部門は、世帯主、世帯主と同年齢
の被扶養配偶者、子供からなる複数の世帯で構成される29)。このとき、j 年生まれの s 歳の人
口と世帯主の数（＝世帯数）をそれぞれ j
s pop と j
s N とし、各世帯の平均的な被扶養配偶者数と
世帯人員数をそれぞれ j
s Spouse 、 j
s Men とする30)。各世帯の世帯主は 23 歳で労働市場に参入し、
                                                  
29) 以下、世帯の集合ないし世帯一般を、家計部門もしくは単に家計とよぶ。 
30) このとき年次と生年の関係は t = j + s  で表せる。 25 
 
被用者年金に加入して 59 歳まで働き、60 歳から引退生活をして、最長 105 歳まで生存する。
このとき、世帯主が j 年生まれの s 歳の世帯は、以下の効用関数と予算制約の下で効用最大化
問題に直面するものとする。 










































k λ 　        (27) 
予算制約： 
















t L w A S r S C
,
, 48 1 1 1 1 1 τ τ τ τ τ − − − + + − + = + + − 　   (28) 



















ks t X p C q 　         (30) 
 
ここで、X は第 1～10 産業までがそれぞれ生産する個別消費財への需要、C はこれら個別消費
財需要を合成した合成消費財需要、S は資産を表す。δ は主観的割引率、γ は異時点間の代替
の弾力性、 s π は累積生存確率、λ は個別消費財支出のシェア・パラメータである。すなわち、
家計は個別消費財価格 i p 、合成消費財価格q、利子率 r、賃金率 w を所与として、時間に関し
て分離可能な生涯効用関数 U を最大化するように、 通時的な予算制約のもとで消費と資産形成
の意思決定を行う31)。なお、本稿ではこのとき家計は価格 i p 、q、r、w に関して近視眼的な期
待形成をすると仮定する32)。 
予算制約は退職年齢である 60 歳を境に収入面で大きく二つに区分できる。60 歳までの収入
は、非弾力的な労働供給 s L から得た労働所得と資産収入、遺産受取 A からなる。また遺産は、
親世代が死亡した時点の資産を翌年 48 歳になる世代が利子をともなって受取るものとした
33)。
一方、60 歳以降の収入は年金給付と資産収入からなる。各世帯の年金給付額 Z は、60 歳から
支給される世帯主の老齢厚生年金と 65 歳から支給される世帯主と配偶者の老齢基礎年金
                                                  
31)以下、価格はすべて全生産財価格の加重平均（一般物価）に対する相対価格を表す。 
32)  先行研究の多くは完全予見を仮定しているが、本稿では木村(2010)と同様にシミュレーション期間を厚生労働省「平
成 21 年財政検証」と同じに限定していることもあり、近視眼的な期待形成を採用した。 
33)  このとき遺産額と遺産受取額の関係は ( ) { } ( ) ∑=
− − −
+


























r τ ） 、消費税およびその他の間
接税 （税率
c τ ） 、 年金保険料 （雇用者負担分、 料率
ph τ ） 、 医療保険料 （雇用者負担分、 料率
mh τ ） 、
介護保険料（料率
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s t N S S AI      (34) 








s t N S KS       (35) 
                                                  
34) 老齢厚生年金の支給開始年齢は 60 歳から段階的に 65 歳へと引上げられることになっている。男女によって引上げの
時期は異なるが、本稿では男性の場合に従っている。 27 
 








s t N L LS       (36) 
 
[生産部門] 
生産部門は、消費財産業 10 部門、政府サービス産業、投資財産業の合計 12 部門で構成され
る。各産業部門の生産技術は次のような一次同次のコブ・ダグラス型に特定化する。 




















t τ と mf
t τ 、資本税率
を
k τ 、産業部門別の資本減耗率を i η とすると、各産業部門の利潤最大化問題は次式で表せる。 
 
   () ( ) { }
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t KD p r LD w Q p η τ τ τ 12 1 1 max + + − + + − = Π    (38) 
 
ここから第 i 産業の生産 1 単位当たりの費用最小化要素需要を求めたものが以下である。 
 






































1 1 ; i = 1,···,12     (39) 


































1 1 1   ; i = 1,···,12      (40) 
これら費用最小化需要と利潤ゼロ条件より、 各産業で生産される財の価格 i p を要素価格の関
数として次式のように表すことができる。 




























な政府支出であるとし、年齢別 1 人当たりの医療給付と介護給付をそれぞれ s m 、 s h とし、伸び
率 m ρ 、 h ρ で毎年単価が上昇すると仮定した。各会計の予算制約は次のようにまとめられる。 
【年金会計】 
・予算制約    ：  () t t t t t t AZ PZ GZ F r F − + + + = + 1 1       (42) 








s t N Z AZ        ( 43) 
    （うち基礎年金： () ∑
=








s t Spouse N KISO AKISO  ）    (44) 




t t LS w LD w PZ τ τ + =       (45) 
・国庫負担    ：  ( ) t t t t
z
t t F r AKISO AZ AKISO GZ + − + = μ μ      (46) 
【医療保険会計】 
・予算制約    ：  t t t GM PM AM + =        ( 47) 










t pop m AM ρ      (48) 




t t LS w LD w PM τ τ + =       (49) 
・公費負担    ：  t
m
t AM GM μ =         (50) 
【介護保険会計】 
・予算制約    ：  t t t GH PH AH + =        (51) 









t pop h AH ρ        (52) 
・保険料収入  ：  t
lc
t AZ PH τ =         ( 53) 
・公費負担    ：  t
h
t AH GH μ =         (54) 
F は年金積立金残高、
z μ は基礎年金国庫負担割合で、以下では年金積立金の純増（ t t F F − +1 ）









35)。   
一般会計の予算制約は、 B を公債残高、 DB を公債純増、 GE を政府現実最終消費 （教育費） 、
GC を政府現実最終消費（その他） 、GI を政府総固定資本形成、T を総税収（労働所得税、消
費税およびその他の間接税、利子所得税、資本税の合計）とすると、 
  ()( ) ( ) t t t t t t t t t t T GH GM GZ GI GE GC B r B − + + + + + + + = + 1 1      (55) 































t s t KD r KS r N C q N T τ τ τ τ      (56) 









6      (57) 




8       (58) 




11 t G t t t t KD p GC Q p η + =      (59) 


















t i t t t t t t t KD KD p GI DB DF AI Q p η η    (60) 





















         (63) 
 
財市場では、政府が需要に関係する産業を除き、基本的に家計からの需要と生産財供給が等
                                                  
35)木村（2007）では医療保険と介護保険について保険料率を一定と仮定している。 30 
 




総固定資本形成 （民間資本需要の純増と全産業の固定資本減耗の和） と政府総固定資本形成 （社
会資本減耗を除く）で構成される。 










人口データは、 国立社会保障・人口問題研究所 『日本の将来推計人口 （平成 18 年 12 月推計） 』
の中位推計を使用した。世帯数は、厚生労働省『公的年金財政状況報告－平成 19 年度－』を
用いて 20 歳以上人口に占める被用者年金関係者（加入者＋受給者）の割合を求め、これを将











s N pop Spouse − = ） 、子供については現役世代
１人あたり23歳未満人口を毎年求め、 これを被用者年金加入世帯の平均的な子供の数とした39)。
                                                  
36)社会資本減耗（資本減耗率 G η ）を加えるのは、国民経済計算（93SNA）において社会資本減耗が政府最終消費支出に
含まれるためである。 





























s      (64) 

















計調査年報（平成 20 年） 』 （以下『家計調査』 ）の「世帯主収入」を年齢別に加工し、基準均衡
のマクロ・データに合うように調整したものを使用した。世代別の資産残高には、 『全国消費実
態調査（平成 16 年） 』の「世帯主の年齢階級別１世帯当たり資産額（総世帯・全世帯） 」より、
資産総額から耐久消費財資産額を差し引いたものを年齢別に加工し、マクロの総資産残高と一
致するように調整したものを使用した。 
老齢基礎年金は、2008 年度 1 人当たり満額で 79 万 2100 円だが、現実には満額支給でない
者も含まれることから、実際の給付総額にあうように補正して 67 万 2457 円とした。老齢厚生
年金は報酬比例部分と特別支給の定額部分に分けられるが、このうち報酬比例部分の計算に必
要な過去の報酬累計額のデータについては、厚生労働省「平成 21 年財政検証」のバックデー




医療給付については、 『国民医療費（平成 19 年度） 』の年齢階級別 1 人当たり国民医療費と
財源別国民医療費構成割合より、年齢階級別の 1 人当たり給付費を求めた。介護給付について32 
 
は、 『介護給付費実態調査報告（平成 19 年度） 』より 40 歳以上 5 歳階級別の受給者 1 人当たり





























  以上の処理によって、3 行（雇用者所得、営業余剰、資本減耗引当）12 列（12 産業別）の
行列が求まる。 この行列の行和は各要素所得の総量、 列和は各産業別の最終需要に一致するが、






t φ と労働分配率 i α および資本減耗率 i η は、以上
のようにして求められた 12 産業別の労働所得、資本所得、固定資本減耗をもとに設定した。
また、社会資本減耗率 G η については、政府サービス部門の固定資本減耗のうち、SNA におけ
る一般政府の固定資本減耗に相当する率を設定した（ G η =0.5017） 。 
なお、基準年以降については全要素生産性のみ上昇率を設定しており、政府の年金財政見通













表 14  生産関数のパラメータ 
 
 
4.3  シミュレーションの想定 























AKISO AKISO        ( 66) 






− − − +











τ τ      ( 67) 35 
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∑
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− − − −
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τ       ( 68) 









t τ Δ はそれぞれ年金保険料率の雇用者負担と雇用主負担の引下げ幅、
c






高の累増に伴い、 なんらかの財政再建策を講じなければ公債残高の対 GDP 比が発散し、 長期利
子率の急上昇を招き、閉鎖経済の本稿のモデルでは経済が破綻してしまう。そこで本稿の基準
ケースでは、 現行制度を維持した場合でもシミュレーションの最終年度である 2105 年の段階で
公債残高対 GDP 比の将来的な安定収束が見込めるように、消費税率を 2011 年度から 5 年ごと
に 3％ずつ引き上げるものとした。 
  
4.4  シミュレーションの結果 
[マクロ的な影響]   
 
図 1  経済成長率への影響 
 














図 2  積立度合の推移 
 





図 3  利子率の推移 





図 4  実質運用利回りの推移 
 
 図 4 は、 実質利回りの推移を描いたものである。 この図では参考のため平成 16 年財政再計算






図 5  総消費の推移 
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図 6  生年別の消費の変化（差分） 
 
 図 6 は、 現行制度を維持した場合と税方式化した場合の消費水準の差額を 1960 年生まれから
2020 年生まれまでの各世代について描いたものだ
42)。1960 年生まれの世代は、2011 年時点に




化にともなう消費水準の低下がみられることになる。 1980 年生まれの世代は、 2011 年時点でま
だ 31 歳と若い世代であり、 社会保険料の引き下げの恩恵をかなりの期間にわたって受けること
ができる世代となっている。しかし、この世代についても税方式化した場合に各年齢別の消費
水準は、勤労期間においてもわずかながら低下し、退職後の期間に大きく低下している。2000
年生まれの世代は、労働市場に参入すると仮定した 23 歳時点では 2023 年であり、生涯にわた
って税方式のもとで暮らすことになる世代である。この世代についても勤労期間においては税
方式のもとでの消費水準は、現行維持の場合とほぼ同じとなり、退職後の期間において税方式
                                                  








ことがわかった。 ただし、 その低下度合いは、 1930 年生まれから 1980 年代生まれにかけて徐々







備考：～1970 年生まれ：2008 年以降の生存確率で評価。1980 生まれ～：23 歳時点の生存確率で評価 
図７  税方式化による生涯効用の変化（差分）41 
 
 
表 15  給付・負担比の変化 
    1990 年生まれ  2000 年生まれ 
現状維持  4.938 4.855
税方式  3.716 3.654























































































































                                                  
49)高山(2000a)p.116 引用。 
50)大竹・小原(2005)p.50 引用。 
51)八塩・長谷川(2008)p.11 引用。 45 
 
(2009)である。橋本(2009)では、現行の消費税の逆進性は、それほど大きなものではないもの
の、 一時点だけでなく、 生涯所得に対しても逆進性が観察されることがあきらかにされている。  





















は 3250 万人の国民の約７割が税務申告を行っているが、その税務申告書中 p.1 にある「GST／
HST 控除を申請する」旨の欄にチェックを記入するだけ」とされている
54)。 
                                                  
52)税制調査会「税制調査会海外調査報告（デンマーク、ノルウェー、スウェーデン）」税制調査会第 15  回総会・第 18  回
基礎問題小委員会（2004 年 9 月 21 日）提出資料.(http://www.cao.go.jp/zeicho/siryou/pdf/b15kaia.pdf)。 
53)1991 年に税率 7%で施行、 税率 13.5％の製造業者売上税 （Manufactures' Sales tax） に置き換えたもの。 詳しくは金子(2008）
を参照されたい。 
54)金子(2008)p.162 引用。 46 
 














                                                  
55)推計方法の詳細は、橋本(2010)を参照されたい。 
ⅠⅡⅢⅣⅤⅥⅦⅧⅨⅩ
税率５％ 4.7% 4.2% 3.8% 3.4% 3.2% 3.0% 2.8% 2.6% 2.4% 1.9%
給付付き消費税額控除 2.0% 3.1% 3.3% 3.0% 2.8% 2.8% 2.7% 2.7% 2.8% 2.5%











































                                                  




59)2009 年現在の相続税の基礎控除は、5000 万円であり、法定相続人一人あたりの控除が 1000 万円となっており、法定相






























                                                  
60)麻生(2009)p.134 引用。 
61)麻生(2009)p.325 引用。 
62)川瀬(2007)p.38 引用。 49 
 































合政策研究所編『人口減少社会の社会保障制度改革の研究』第 9 章所収, pp.297-328. 
岩本康志・濱秋純哉(2009)「社会保険料の帰着分析」国立社会保障・人口問題研究所編『社 
  会保障財源としての税と保険料』第 2 章所収, pp.37-61. 
 
呉善充(2009)『基礎年金保険料の税方式化について―世帯類型別シミュレーション―』KISER 
Discussion Paper Series No.14. 
大竹文雄・小原美紀(2005)「消費税は本当に逆進的か--負担の「公平性」を考える」『論 
 座 』 , No.127, pp. 44-51.   
小塩  隆士(1999)「年金民営化の経済厚生分析」『日本経済研究』第 39 号、pp.1-20. 
小塩隆士(2000)「不確実性と公的年金の最適規模」『経済研究』第 51 巻、第 4 号、pp.311-320. 
小塩隆士(2005)「税-保険料論争と年金一元化論」『人口減少時代の社会保障改革-現役層が無
理なく支えられる仕組みづくり-』第 5 章所収、pp.145-177、日本経済新聞社. 
上村敏之(2001)「公的年金の縮小と国庫負担の経済厚生分析」『日本経済研究』第 42 号、 
pp.205-227 
上村敏之(2002)「社会保障のライフサイクル一般均衡分析：モデル・手法・展望」『経済論集
（東洋大学）』第 28 巻,第 1 号. 
上村敏之(2004) 「少子高齢化社会における公的年金改革と期待形成の経済厚生分析」 『国民経
済』第 167 号、pp.1-17. 
上村敏之(2009a)『公的年金と財源の経済学』日本経済新聞社． 












木村真（2007） 「平成 16 年財政再計算のライフサイクル一般均衡分析－改革が経済を通じて年
金財政の将来見通しに与える影響－」『季刊社会保障研究』第 43 巻第 3 号. 
木村真（2008）「基礎年金の全額消費税方式と税制改革」, HOPS Discussion Paper Series No.10. 
木村真(2009)「基礎年金の全額消費税方式に関する社会保障国民会議の試算の構造と整合性」
『季刊社会保障研究』第 45 巻第 2 号,pp.183-196． 
木村真・橋本恭之(2010)「多部門世代重複モデルによる財政再建の動学的応用一般均衡分析」
『経済分析』第 183 号, pp.1-24． 
権丈善一・権丈英子(2009)『年金改革と積極的保障政策－再分配政策の政治経済学Ⅱ[第 







ESRI Discussion Paper Series No.95. 
高山憲之(1998)「厚生年金の保険料負担問題」『季刊社会保障研究』Vol.34, No.2, pp.124-132. 
高山憲之(2000a)『年金の教室：負担を分配する時代へ』PHP 新書． 
高山憲之(2000ｂ)「日本の年金政策」『経済研究』第 51 巻、第 4 号、pp. 301-310. 
八塩裕之・長谷川裕一(2008)『わが国家計の消費税負担の実態について』,ESRI Discussion  
Paper Series, No.19. 
橘木俊詔・岡本章・川出真清・畑農鋭矢・宮里尚三・島俊彦・石原章史(2006)『社会保障制度





橋本恭之(20010)「消費税の逆進性とその緩和策」『会計検査研究』第 41 号,pp.35-53. 
本間正明(1982)『租税の経済理論』創文社,1982 年. 
本間正明・跡田直澄・岩本康志・大竹文雄（1987） 「年金：高齢化社会と年金制度」浜田宏一・
黒田昌裕・堀内昭義編『日本経済のマクロ分析』東京大学出版会,  第 7 章, pp.149-175. 
宮里尚三・金子能宏(2001)「一般均衡マクロ動学モデルによる公的年金改革の経済分析」『日
本経済研究』Vol.37,No.2, pp.174-182. 
Altig,D., Auerbach, A .J., Kotolikoff, L.J., Smetters, K.A. and Walliser, J.(2001), "Simulating 
Fundamental Tax Reform in the United States", American Economic Review, Vol.91, No.3, 
pp.574-595. 
Auerbach,A.J. and L.J.Kotlikoff (1983),"An Examination of Empirical Test of Social Security     
    and Savings ", in E. Helpman, A. Razin and E. Sadaka(eds.), Social policy Evaluation: An       
  Economic  Perspective,  pp.161-179. 
Auerbach,A.J. and L.J.Kotlikoff (1987), Dynamic Fiscal Policy, Cambridge University Press. 
Komamura, K and A. Yamada,(2004),"Who bears the burden of social insurance? Evidence from 
Japanese health and long-term care insurance data," Journal of the Japanese and International    
Economies, Vol.18, Issue 4, pp.565-581   
Summers, L. (1989)"Some Simple Economics of Mandated Benefits," American Economic Review, 
Vol.79(2), pp.177-183. 
Shoven, J.B. and J. Whally（1992）Applying General Equilibrium, Cambridge University Press. 
Tachibanaki, T. and Y. Yokoyama (2008),"The Estimation of the Incidence of Employer Contributions 
to Social Security in Japan," Japanese Economic Review, Vol. 59, Issue 1, pp. 75-83. 